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１．はじめに 

土のせん断強度定数を求めるための一面せん断試験は、一般に用いられる三軸圧縮試験よりも簡便に実施可能な特徴

がある 1)。あらかじめせん断面の位置が決まっているため、地すべりや表層崩壊など、地層・水理境界ですべり面が規

定されるような条件におけるせん断強度を求める際には、原位置と近い条件で試験ができるという利点がある。一方、

二つの剛なせん断箱内に供試体を入れ、垂直力を載荷した状態で上下せん断箱を水平に相対移動させることによってせ

ん断を行う機構となっていることに起因し、①せん断面発生の自由度がない、②粗粒土の試験では、大きなせん断抵抗

角が得られる、③供試体内の応力／ひずみが不均一であり、進行性破壊が生じやすい、などの課題がある 2)。とりわけ

②については、せん断箱がその周辺の粒子が拘束するため、粒径に比例して拘束効果を発揮することが主たる原因とし

て挙げられている 3)、4)。そのことを考慮し地盤工学会基準 1)では、供試体直径 60mm、高さ 20mm の一面せん断試験試料

の適用範囲を最大粒経 0.85mm までとしている、しかし、風化残積土の表層崩壊におけるすべり面付近の試料は、礫に相

当する粒径(2mm)以上の土を混入することが多いことから、粒径の制限は一面せん断試験の適用性の大きな障害になっ

ている。なお、筆者らは粒径効果の定量的な評価方法に関する実験的検討を実施しており 5)、拘束効果は垂直応力に比

例して発生することを確認している。 

以上を背景に、筆者らの研究室では礫分を有する試料でも精度の高いせん断強度定数が得られるよう、大型一面せん

断試験装置（供試体直径 120mm／200mm）を導入した。本試験装置は、研究室で保有している標準型の一面せん断試験装

置（供試体直径 60mm）と比べ、加圧板の位置や載荷方法、反力板側のガイドローラーの形状や可動部のせん断箱の重量

が異なっており、そのことが試験結果に影響を与えている可能性がある。要素試験としての適用性を確認し、実用に供

するためには、試験手順の確立とともに、同一試料を用いた比較に基づく、試験結果の妥当性の検証を行う必要がある

と考えられる。そこで本稿は、緩詰めの細粒珪砂を試料として、供試体寸法と一面せん断強度特性の関係に関する実験

的検討を実施した。また、供試体が大きくなることによって与えるべきせん断変位量も大きくなるため、試験時間も増

加し、一面せん断試験の特徴の一つである簡便さを損なってしまうが、省力化の一方策として標準型よりもせん断速度

を速くすることが挙げられる。そこで、せん断速度が強度特性に与える影響についても検討を行った。 

 
２．大型一面せん断試験装置の概要と試験方法 

 ２．１ 試料 

 市販の 8号珪砂を試料として用いた。図－1に粒径加積曲線を示した。最大粒径が 0.25mm と地盤工学会基準による粒

径の制限よりも小さく、せん断箱による粒子拘束効果はいずれの供試体寸法でも十分に小さいと考えられる。表－１に

土の最大・最小密度試験に基づいて得られた最大間隙比 emax・最小間隙比 eminと、両者の差である間隙比幅e を示した。
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供試体の密度は、相対密度 Dr=25%の緩詰めとしている。 

 ２．２ 試験装置 

図－２に大型一面せん断試験装置の概要図を、写真－１に大型一面せん断試験装置の写真を示した。上部のせん断箱

は架台と剛結したフレームに固定しており、加圧軸はフレームおよび上部せん断箱と独立して加圧可能な構造となって

いる。せん断箱は直径 120mm と 200mm の 2 種類を取り付けられる仕様となっている。加圧板は加圧軸と剛結し、垂直方

向のみに移動できるようになっており、給排水用の孔を設けている。加圧方法について、標準型は圧縮空気による荷重

をベロフラムシリンダーで制御して載荷していたが、供試体が大きくなると一般的な可搬式のコンプレッサーで発生可

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 大型一面せん断試験装置概要図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１ 試料の粒径加積曲線 

表－１ 試料の最大間隙比・最小間隙比・間隙比幅 
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写真－１ 大型一面せん断試験装置 
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能な空気圧では容量が不足することから、油圧によって加

圧する方式とした。荷重は垂直荷重計を介した加圧軸を油

圧シリンダー（最大荷重 20kN）が押すことで与えており、

ハンドルレバーによって一気に加圧する系統と、回転式ハ

ンドルで微細な荷重を制御できる系統の 2 つの油圧ポン

プがつながっている。垂直変位は加圧軸に取り付けた治具の変位を、フレームに固定した変位計によって計測している。 

下部のせん断箱は、供試体設置後に水浸による強度低下が再現できるように設置したステンレス製の水浸容器（高さ

175mm、幅 290mm、奥行き 480mm、板厚 5mm）と剛結している。水浸容器は反力側の垂直荷重計およびリニアガイドと剛

結しており、上部せん断箱との隙間を一定に保つことができる構造となっている。 

せん断荷重（水平方向の荷重）は任意の速度（0.05～3.0mm/min）に調整可能なスクリュージャッキ（最大荷重 25kN）

により作用させており、せん断変位は水浸容器の変位をフレームに固定した変位計によって計測している。また、ペデ

スタルの厚さを変えることで、直径 120mm は高さ 40mm と 80mm、直径 200mm は高さ 60mm と 120mm の供試体の試験が可能

となっている。以上のように、本試験装置は地盤工学会基準で要求している 3つの条件（加圧板が傾斜しない、固定箱

が固定され上下せん断箱のすき間が一定、反力板側で垂直荷重を測定）を満たしていることを確認している。5 つの計

測センサーは全て動ひずみ計を介して自動計測している。データ収録過程の説明図を図－３に示した。表－２には各計

測センサーの容量および分解能の一覧を示した。垂直荷重計は供試体寸法および垂直応力に応じて容量の異なるタイプ

を利用可能な仕様としている。 

なお、可動部のせん断箱が標準型と比べて大きいこと、水浸容器もステンレス製であることなどから、可動部の重量

は標準型の一面せん断試験装置と比べかなり大きくなっている。このため、試験装置の重量に起因する摩擦力が、供試

体の発揮するせん断力とは別に発生していることが懸念される。また、供試体に作用させる垂直応力に比例してリニア

ガイドの摩擦力も発生している可能性がある。それらの影響を確認するため、供試体を設置せずに強制的にせん断変位

を与えることで、試験装置の重量および垂直力に起因して発生する摩擦力を求めた。図－４に装置の重量とせん断力の

関係を示した。これより、装置重量とせん断力は明確な比例関係が現れないことがわかる。また、1.0mm/min の方が

0.5mm/min よりせん断力はやや大きいもの、目立った差は見られなかった。そこで、試験装置（下部せん断箱および水

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－３ 計測値のデータ収録過程説明図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－４ 自重のみが作用した条件での垂直荷重～せん

断力の関係 

 

表－２ 計測センサーの仕様一覧 

センサー 容量 分解能 

反力側垂直荷重計 10kN/20kN 2.5N/5N 

反力側垂直荷重計 10kN/20kN 2.5N/5N 
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反力側垂直荷重計 

載荷側垂直荷重計 

垂直変位計 

せん断荷重計 

せん断変位計 

19
19.5

20
20.5

21
21.5

22
22.5

0 500 1000 1500

せ
ん
断

力
(N

)

垂直荷重(N)

0.5mm/min
1.0mm/min

2
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図－２ 大型一面せん断試験装置概要図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１ 試料の粒径加積曲線 
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浸容器、荷重計）の重量に起因するせん断力を一律で 21kNとし、これを差し引いた値を供試体が発揮するせん断力とし

て評価した。ただし、σ=200N/m2での定圧試験中に作用する荷重は直径 120mmで 2260N、直径 200mmで 6210Nであり、今

回これらに相当する荷重は載荷できなかった。今後、垂直力荷重の載荷方法を工夫して、上記荷重が作用した時のせん

断力を評価しておくことが望ましい。 

垂直力について、供試体には油圧ジャッキからの荷重と、加圧板と加圧軸の自重の 2 つが作用している。ただし、測

定値のバランス（測定値を 0にする作業）を取るタイミングを、供試体のセッティングが完了し圧密過程に入る直前の

時点、すなわち、加圧板と加圧軸の自重が供試体に作用した状態としているため、収録した計測値はこれらの荷重が反

映されていない。そのため、計測データを取りまとめる際には、計測値に加圧板と加圧軸の自重を加えて垂直力を評価

した。 

 ２．３ 供試体作製方法および試験条件 

供試体はせん断箱に気乾状態の試料を用いて、空中落下法で作製した。直径 120mmの供試体の高さ 40mm、直径 200mm

の供試体の高さ 60mmであり、所定の質量を計測して取り分けた後、前者の供試体は試料を 5等分、後者は試料を 10等

分し、スプーンを用いて一層当たりの供試体高さが均質になるように充填した。 

一面せん断試験は気乾状態の試料を用いて定圧条件で行い、せん断速度を 0.5mm/min と 1.0mm/min の 2 種類で実施し

た。データの取得は 0.1s毎に行っている。せん断箱のすき間について、すき間間隔 dは試料の平均粒径 D50の 15-20倍

程度を確保しないと、せん断箱の拘束効果によりφ を過大に評価するという指摘 1)や、試料のせん断帯の幅程度が最適

とする見解 2)や、急激にせん断抵抗角の値が減少するすき間の大きさと平均粒径の間にユニークな関係があるとする検

討結果 6)などが示されている。これらのことから、適切なすき間間隔の設定は一面せん断試験の適用性向上にあたって

重要な課題であるといえるが、今回は単一の試料を用いて供試体寸法がせん断抵抗角に与える影響に照準をあてた検討

を行うこととしているため、地盤工学会基準 1)を参考にいずれの供試体も 0.5mm とした。その確保の仕方について、加

圧板側のせん断箱とフレームを固定するねじをすき間幅だけ緩めて、せん断箱を浮かせることで設けた。垂直応力は 50、

100、150、200kN/m2とし、圧密過程は垂直応力σ = 10kN/m2で 3分間載荷し、そこから所定の垂直応力まで一段階で 3分

間載荷した。 

せん断変位は直径 60mmで 7mm、直径 120mmで 15mm、直径 200mmで 25mmまで与えた。このため、直径 120mmの供試体

は標準型と比べて約 2倍、直径 200mmは約 3倍の試験時間を要することとなる。そこで、試験時間の短縮の可能性を検

討するため、0.5mm/minと 1.0mm/minの 2種類のせん断速度で実施した。 

 
３．結果および考察 

 ３．１ せん断変位～せん断応力・垂直変位関係 

図－５（ａ）に直径 60mm、せん断速度 0.5mm/min供試体のせん断変位 s～せん断応力τ・垂直変位 h関係を示した。図

－５（ｂ）にはせん断変位 s～垂直応力σ・載荷応力σlの関係を示した。同様に、図－６（ａ）、図－６（ｂ）に直径 120mm、

せん断速度 0.5mm/min供試体の同関係、図－７（ａ）、図－７（ｂ）に直径 200mm、せん断速度 0.5mm/min供試体の同関

係を示した。なお、垂直変位、せん断応力共に微小な凹凸が見られ、せん断応力の最大値の評価やダイレイタンシー係

数の算出に支障をきたしたため、ステンレス球を用いた試験 7)と同様、任意のせん断変位における計測値を中心にせん

断変位 0.13mmの範囲の計測値を合計しその個数で割り戻すことで連続平均を行い、凹凸の補正を行っている。せん断変

位～せん断応力関係について、プロット上の▼印はピーク値を示しており、このときを供試体の破壊としている。↓印

は垂直変位増分が 0になった時点である、残留強度におけるせん断応力の値を示している。 

図－５（ａ）より、せん断応力はせん断変位が進むにつれて単調に増加し、破壊強度に近づくとせん断応力の増加量

は鈍化することがわかる。このため、残留強度と破壊強度はほぼ同じ値となっており、緩い砂の典型的な挙動を示して

いる。図－５（ｂ）に着目すると、受圧板側で計測している垂直応力はほぼ一定値であり、定圧条件が確保できている

ことがわかる。一方、図－５（ａ）に示した垂直変位はいずれの垂直応力および供試体寸法においても、せん断過程に

入ってすぐに圧縮方向に生じているため、垂直方向に固定されている上部のせん断箱は上向きの摩擦力を供試体に与え

ることとなる。これを打ち消すための荷重を加圧板側から作

用させているため、加圧板側で計測している載荷応力はこの

摩擦力の分だけ垂直応力よりも大きくなっている。せん断変

位が進んで圧縮方向への増分が小さくなると、載荷応力は減

少に転じることに着目し、図－８に直径 120mm，0.5mm/min供

試体のせん断変位に対する垂直変位増分(dh/ds)と、載荷応

力と垂直応力の差(σi -σ )を垂直応力で除した正規化載荷応

力－垂直応力増分 d((σi -σ )/σ )/dsの関係を示した。これよ

り、ばらつきは見られるものの、いずれの垂直応力において

も垂直変位増分と載荷応力増分は概ね反比例関係にあるこ

とがわかる。したがって、載荷応力は供試体が圧縮しようす

れば増加する方向に作用し、膨張しようとすれば減少する方

向に作用するといえる。 
次に、図－５（ａ）、図－６（ａ）、図－７（ａ）より、供試体寸法の違いが試験結果に与える影響に着目する。せん

断応力について、供試体寸法が大きくなるにつれ、せん断過程開始当初のせん断変位とせん断応力の傾きが緩くなるこ
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浸容器、荷重計）の重量に起因するせん断力を一律で 21kNとし、これを差し引いた値を供試体が発揮するせん断力とし

て評価した。ただし、σ=200N/m2での定圧試験中に作用する荷重は直径 120mmで 2260N、直径 200mmで 6210Nであり、今

回これらに相当する荷重は載荷できなかった。今後、垂直力荷重の載荷方法を工夫して、上記荷重が作用した時のせん

断力を評価しておくことが望ましい。 

垂直力について、供試体には油圧ジャッキからの荷重と、加圧板と加圧軸の自重の 2 つが作用している。ただし、測

定値のバランス（測定値を 0にする作業）を取るタイミングを、供試体のセッティングが完了し圧密過程に入る直前の

時点、すなわち、加圧板と加圧軸の自重が供試体に作用した状態としているため、収録した計測値はこれらの荷重が反

映されていない。そのため、計測データを取りまとめる際には、計測値に加圧板と加圧軸の自重を加えて垂直力を評価

した。 

 ２．３ 供試体作製方法および試験条件 

供試体はせん断箱に気乾状態の試料を用いて、空中落下法で作製した。直径 120mmの供試体の高さ 40mm、直径 200mm

の供試体の高さ 60mmであり、所定の質量を計測して取り分けた後、前者の供試体は試料を 5等分、後者は試料を 10等

分し、スプーンを用いて一層当たりの供試体高さが均質になるように充填した。 

一面せん断試験は気乾状態の試料を用いて定圧条件で行い、せん断速度を 0.5mm/min と 1.0mm/min の 2 種類で実施し

た。データの取得は 0.1s毎に行っている。せん断箱のすき間について、すき間間隔 dは試料の平均粒径 D50の 15-20倍

程度を確保しないと、せん断箱の拘束効果によりφ を過大に評価するという指摘 1)や、試料のせん断帯の幅程度が最適

とする見解 2)や、急激にせん断抵抗角の値が減少するすき間の大きさと平均粒径の間にユニークな関係があるとする検

討結果 6)などが示されている。これらのことから、適切なすき間間隔の設定は一面せん断試験の適用性向上にあたって

重要な課題であるといえるが、今回は単一の試料を用いて供試体寸法がせん断抵抗角に与える影響に照準をあてた検討

を行うこととしているため、地盤工学会基準 1)を参考にいずれの供試体も 0.5mm とした。その確保の仕方について、加

圧板側のせん断箱とフレームを固定するねじをすき間幅だけ緩めて、せん断箱を浮かせることで設けた。垂直応力は 50、

100、150、200kN/m2とし、圧密過程は垂直応力σ = 10kN/m2で 3分間載荷し、そこから所定の垂直応力まで一段階で 3分

間載荷した。 

せん断変位は直径 60mmで 7mm、直径 120mmで 15mm、直径 200mmで 25mmまで与えた。このため、直径 120mmの供試体

は標準型と比べて約 2倍、直径 200mmは約 3倍の試験時間を要することとなる。そこで、試験時間の短縮の可能性を検

討するため、0.5mm/minと 1.0mm/minの 2種類のせん断速度で実施した。 

 
３．結果および考察 

 ３．１ せん断変位～せん断応力・垂直変位関係 

図－５（ａ）に直径 60mm、せん断速度 0.5mm/min供試体のせん断変位 s～せん断応力τ・垂直変位 h関係を示した。図

－５（ｂ）にはせん断変位 s～垂直応力σ・載荷応力σlの関係を示した。同様に、図－６（ａ）、図－６（ｂ）に直径 120mm、

せん断速度 0.5mm/min供試体の同関係、図－７（ａ）、図－７（ｂ）に直径 200mm、せん断速度 0.5mm/min供試体の同関

係を示した。なお、垂直変位、せん断応力共に微小な凹凸が見られ、せん断応力の最大値の評価やダイレイタンシー係

数の算出に支障をきたしたため、ステンレス球を用いた試験 7)と同様、任意のせん断変位における計測値を中心にせん

断変位 0.13mmの範囲の計測値を合計しその個数で割り戻すことで連続平均を行い、凹凸の補正を行っている。せん断変

位～せん断応力関係について、プロット上の▼印はピーク値を示しており、このときを供試体の破壊としている。↓印

は垂直変位増分が 0になった時点である、残留強度におけるせん断応力の値を示している。 

図－５（ａ）より、せん断応力はせん断変位が進むにつれて単調に増加し、破壊強度に近づくとせん断応力の増加量

は鈍化することがわかる。このため、残留強度と破壊強度はほぼ同じ値となっており、緩い砂の典型的な挙動を示して

いる。図－５（ｂ）に着目すると、受圧板側で計測している垂直応力はほぼ一定値であり、定圧条件が確保できている

ことがわかる。一方、図－５（ａ）に示した垂直変位はいずれの垂直応力および供試体寸法においても、せん断過程に

入ってすぐに圧縮方向に生じているため、垂直方向に固定されている上部のせん断箱は上向きの摩擦力を供試体に与え

ることとなる。これを打ち消すための荷重を加圧板側から作

用させているため、加圧板側で計測している載荷応力はこの

摩擦力の分だけ垂直応力よりも大きくなっている。せん断変

位が進んで圧縮方向への増分が小さくなると、載荷応力は減

少に転じることに着目し、図－８に直径 120mm，0.5mm/min供

試体のせん断変位に対する垂直変位増分(dh/ds)と、載荷応

力と垂直応力の差(σi -σ )を垂直応力で除した正規化載荷応

力－垂直応力増分 d((σi -σ )/σ )/dsの関係を示した。これよ

り、ばらつきは見られるものの、いずれの垂直応力において

も垂直変位増分と載荷応力増分は概ね反比例関係にあるこ

とがわかる。したがって、載荷応力は供試体が圧縮しようす

れば増加する方向に作用し、膨張しようとすれば減少する方

向に作用するといえる。 
次に、図－５（ａ）、図－６（ａ）、図－７（ａ）より、供試体寸法の違いが試験結果に与える影響に着目する。せん

断応力について、供試体寸法が大きくなるにつれ、せん断過程開始当初のせん断変位とせん断応力の傾きが緩くなるこ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－８ 直径 120mm，0.5mm/min供試体の垂直変位増
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とがわかる。一面せん断試験は供試体端部から進行性破壊を

生じることが指摘されている 2)が、供試体中心部までせん断

応力が発生するのに必要なせん断変位量が、供試体寸法に比

例するため得られた傾向と考えられる。一方、垂直変位に着

目すると、供試体寸法が大きくなるほど発生量のばらつきも

大きくなっていることがわかる。このことは、供試体の不均

質性が供試体寸法に関連していることを示唆するものと考え

られる。その原因について、供試体作製時の偶発的なばらつ

きが供試体サイズに比例して発生することや、そのことに起因してせん断面の発生位置もばらつくことなどが考えられ

るが、どちらがどの程度影響しているかは現段階では不明である。ただし、後述するように、破壊時のダイレイタンシ

ー係数 dh/ds はいずれの供試体寸法でも垂直応力に拘らずほぼ 0 になっていること、破壊時のせん断抵抗角は、直径

120mm、直径 200mmに関しては供試体寸法に拘らずほぼ同じ値となっていることから、今回の試料および試験条件におい
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とがわかる。一面せん断試験は供試体端部から進行性破壊を

生じることが指摘されている 2)が、供試体中心部までせん断

応力が発生するのに必要なせん断変位量が、供試体寸法に比

例するため得られた傾向と考えられる。一方、垂直変位に着

目すると、供試体寸法が大きくなるほど発生量のばらつきも

大きくなっていることがわかる。このことは、供試体の不均

質性が供試体寸法に関連していることを示唆するものと考え

られる。その原因について、供試体作製時の偶発的なばらつ

きが供試体サイズに比例して発生することや、そのことに起因してせん断面の発生位置もばらつくことなどが考えられ

るが、どちらがどの程度影響しているかは現段階では不明である。ただし、後述するように、破壊時のダイレイタンシ

ー係数 dh/ds はいずれの供試体寸法でも垂直応力に拘らずほぼ 0 になっていること、破壊時のせん断抵抗角は、直径

120mm、直径 200mmに関しては供試体寸法に拘らずほぼ同じ値となっていることから、今回の試料および試験条件におい

ては、供試体の不均質性はせん断強度にあまり影響を与えていないといえる。 
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し、ダイレイタンシーの発生量を大きくしたためとしてい

る 5)。今回の試験結果は供試体寸法に拘わらずダイレイタ

ンシー係数がほぼ同じであることから、せん断箱による粒

子拘束効果は供試体寸法間の強度差に影響を与えていな

いと考えられる。 

上記および 3.1節に示した考察に基づくと、供試体寸法

間に生じた強度差の原因として、せん断面の形成過程の違

いが挙げられる。すなわち、大型の供試体は標準型と比べ

て強度発現までのせん断変位を要するため、供試体内部に

生じるせん断帯の形状が異なることが予想される。そのこ

とがせん断強度に影響を与えている可能性がある。このほ

か、垂直応力が大きくなることによって、リニアガイドの

せん断力も大きくなっている可能性がある。今後、異なる密度、粒径の試料を用いて試験を実施した結果の比較などを

通じて、大型一面せん断試験で得られるせん断強度の評価方法について検討を進めていくことが望まれる。また、供試

体寸法に応じたせん断箱のすき間間隔 dが適切でなく、最適な間隔よりも小さめに設定していた可能性もある。適切な

せん断箱にすき間間隔 dを試行的に設定し、供試体寸法と粒径に応じた最適な間隔を見出すことも今後の課題の一つで

あるといえる。 

 
４．おわりに 

本稿は礫分を含む試料でも適用可能な大型一面せん断試験装置で得られる試験結果の妥当性を検証するため、気乾状態

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１３ せん断抵抗角φ の算出手順模式図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１６ ダイレイタンシー係数 dh/dsの模式図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１２ 垂直応力σ～破壊時のせん断抵抗角φの関係  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１４ 垂直応力σ～残留時のせん断抵抗角φrの関係  

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１５ 垂直応力σ～破壊時のダイレイタンシー係

数 dh/dsの関係 

0.0
.0
.0
.0
.0

0.0
0.0
0.0
0.0

0.0 50.0 100.0 150.0

せ
ん
断
応
力

τ(
kN

/m
2 )

垂直応力σ(kN/m2)

試験値
破壊線(c=0)

c=0としてそれぞれの
試験値でφを算出

30

35

40

45

10 100

残
留

時
c
=
0
固

定

せ
ん
断

抵
抗

角
φ

(°
)

垂直応力(kN/m2)

直径60mm 0.5mm/min
直径120mm 0.5mm/min
直径120mm 1.0mm/min
直径200mm 0.5mm/min
直径200mm 1.0mm/min

30

35

40

45

10 100

破
壊

時
c
=
0
固

定

せ
ん
断

抵
抗

角
φ

(°
)

垂直応力(kN/m2)

直径60mm 0.5mm/min
直径120mm 0.5mm/min
直径120mm 1.0mm/min
直径200mm 0.5mm/min
直径200mm 1.0mm/min

-0.1

0

0.1

0.2

10 100

破
壊

時
ダ
イ
レ
イ
タ
ン
シ
ー
係

数

dh
/
ds

垂直応力(kN/m2)

直径60mm 0.5mm/min
直径120mm 0.5mm/min
直径120mm 1.0mm/min
直径200mm 0.5mm/min
直径200mm 1.0mm/min

 

の緩詰めの細粒珪砂を試料として、供試体寸法と一面せん断強度特性の関係を検討した。あわせて、試験労力の軽減を

目標に、せん断速度がせん断強度特性に与える影響を評価した。得られた結果は以下のとおりである。 
1) 地盤工学会基準の要求事項を満たした、直径 120mm、高さ 40mmの供試体寸法と、直径 200mm、高さ 60mmの供試体寸

法を有する大型一面せん断試験を作製した。試験装置の重量および垂直力に起因してリニアガイドに発生する摩擦

力を求めたところ、載荷荷重の範囲においては装置重量およびせん断速度に拘らず、摩擦力はほぼ一定値となった。

測定値からその値を一律で差し引くことにより、供試体のせん断抵抗で発揮されるせん断応力を評価することとし

た。 

2) せん断速度を 0.5mm/minと 1.0mm/minの 2種類で試験を実施したところ、両者は類似の挙動を示し、得られたせん

断抵抗角もほぼ同じ値となった。したがって、気乾状態の試料で試験を実施する際には、労力の小さい 1.0mm/min

で行ってもよいことを確認した。 

3) せん断過程中に生じる垂直変位のばらつきは、供試体寸法に比例して大きくなる傾向から、供試体の不均質性の程

度が供試体寸法に関連していることが示唆された。また、供試体が大きくなると供試体中心部までせん断応力が発

生するのに大きなせん断変位量を要することから、せん断過程開始直後のせん断変位とせん断応力の傾きが緩くな

る傾向が確認された。 

4) 直径 120mmと直径 200mm供試体は標準型の直径 60mmのものと比べて、同一の試料、密度、含水状態にかかわらずせ

ん断抵抗角が 3～4°程度大きいものとなった。破壊時のダイレイタンシー係数はいずれも 0に近い値であったこと

から、せん断箱による粒子拘束効果に差はないと考えられるため、その原因究明が課題として挙げられた。 

今後、上記の 4)に示した課題の検討に着手することが望まれる。あわせて、せん断箱による供試体拘束効果と供試体

寸法および粒径の関係についても検討を行う必要がある。そこで、試料の粒径や密度を変えた試験を行う予定である。

また、供試体寸法と粒径に応じた最適なたせん断箱のすき間間隔を見出すことも課題の一つといえ、これに取り組んだ

試験も実施予定である。その上で、崩壊発生箇所での採取試料や、すべり面付近の不攪乱試料を用いた試験を実施し、

表層崩壊のメカニズム把握や崩壊予測につながる検討を実施する予定である。さらには、標準型の一面せん断試験では

実施できない、礫分を含んだ盛土材などの強度特性の評価も行いたいと考えている。 
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し、ダイレイタンシーの発生量を大きくしたためとしてい

る 5)。今回の試験結果は供試体寸法に拘わらずダイレイタ

ンシー係数がほぼ同じであることから、せん断箱による粒

子拘束効果は供試体寸法間の強度差に影響を与えていな

いと考えられる。 
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図－１３ せん断抵抗角φ の算出手順模式図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１６ ダイレイタンシー係数 dh/dsの模式図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１２ 垂直応力σ～破壊時のせん断抵抗角φの関係  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１４ 垂直応力σ～残留時のせん断抵抗角φrの関係  

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１５ 垂直応力σ～破壊時のダイレイタンシー係
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浸潤試験に基づくベントナイトの比透水係数の推定方法 

 

A Method for Estimating Relative Permeability of Bentonite 
based on the Infiltration Test 

 

髙 山 裕 介   橘 伸 也 

Yusuke Takayama  Shinya Tachibana 

 

１．はじめに 

 高レベル放射性廃棄物の地層処分施設の緩衝材にはベントナイトの利用が検討されている。ベントナイトは不飽和状

態で施工された後、地下水の再冠水によりやがて飽和状態に至ることが想定されている。不飽和状態のベントナイトへ

の地下水の浸潤挙動の解析には、不飽和状態に拡張したダルシー則が適用されることがほとんどであり例えば 1－3）、その際

には透水係数、水分特性曲線のパラメータ値、比透水係数のパラメータ値が必要である。このうち、透水係数および水

分特性曲線のパラメータ値は実験結果から直接設定されているものの、比透水係数のパラメータ値は実験結果から直接

設定することができていない。比透水係数のパラメータ値については、複数の浸潤試験を実施し、解析コードを用いた

それらの再現解析により試験結果を再現しうるパラメータ値を試行錯誤的に決定しているのが現状である 4），5）。そのた

め、透水係数や水分特性曲線のパラメータ値を変更した際には、その都度、比透水係数のパラメータ値を設定するため

の再現解析を行う必要があり、パラメータ値の設定に時間と手間がかかる等の課題を有する。ここで、浸潤試験とは、

締め固めたベントナイトに対して供試体の体積を固定にした状態で給水を行い、浸潤量の時間変化や、所定の時間経過

後の供試体内部の含水比分布等を計測する試験である。 
 一方、不飽和状態のベントナイトへの浸潤挙動を拡散現象として評価する手法も検討されている 6）。この手法では飽

和後までを連続して評価できないものの、必要なパラメータは水分拡散係数のみである。一般的に、水分拡散係数は飽

和度依存性を持つことが知られているが、ベントナイトの場合は高飽和度と低飽和度以外では概ね一定値を示すことが

知られている 7）。小峯らは、水分拡散係数を飽和度に依存せず一定値とした場合には、浸潤試験で得られる浸潤量の時

間変化の計測データに基づき水分拡散係数を推定できることを報告している 6）。 
本研究では、両者を組み合わせることにより、ベントナイトの比透水係数に関するパラメータ値を試験結果から直接

設定でき、従来の設定方法よりも簡便に設定できる手法を検討した。さらに、構築した手法を用いて設定したパラメー

タ値を用いて浸潤試験の再現解析を行い、構築した設定方法の信頼性を評価した。 
 
２．比透水係数の推定方法 

 不飽和状態の流速を表現する式として、不飽和状態に拡張したダルシー則と、水分拡散係数を用いた水分拡散の式が

ある。ここでは、まずこれら 2 式から、比透水係数を水分拡散係数、透水係数、水分特性曲線を用いて記述する。 

まず、不飽和状態に拡張したダルシー則は以下で表される。ここで、本研究で対象とした浸潤試験は鉛直方向 1 次元

の浸潤挙動のため、鉛直方向の 1 次元ダルシー則として記述している。 

 

𝑣𝑣 = −𝑘𝑘𝑟𝑟𝑘𝑘𝑤𝑤
𝜕𝜕ℎ
𝜕𝜕𝜕𝜕                                             （1） 
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